
            

  

① 高校生等世帯生活応援事業 … 子ども子育て課（☎0944-64-1535） 

＜概要＞ 

食費や学用品など物価高騰の影響を大きく受けている 15 歳から 18 歳の子を

もつ子育て世帯を応援するため、デジタル地域通貨ポイントを付与する。 

＜対象者＞  

・基準日：令和 4年 12月 1日 

・本市在住で生年月日が平成 16 年 4 月 2 日から平成 19 年 4 月 1 日生まれ

の子のいる子育て世帯 

＜応援内容＞  

・対象世帯へ１人１万円相当のデジタル地域通貨ポイントを付与する。 

＜使用期限＞ 

・令和 5年 2月 28 日まで   

＜予算額合計＞ 

１，２２６万円 

・1万円×980人＝980万円 

・事務費 246万円（通信運搬費、封入・封緘等業務委託料など） 

 

 

② デジタル地域通貨普及推進事業 … 商工観光課（☎0944-64-1523） 

＜概要＞ 

本市のデジタル地域通貨の利便性向上や普及促進を図り、またコロナ禍での物

価高騰の影響を受け、厳しい経営環境の事業者を支援するため、取扱加盟店に

登録した店舗等にデジタル地域通貨ポイントを付与する。 

＜事業内容＞  

・本市と連携した地域通貨加盟店に 5万円相当のポイントを付与する。 

・市内全事業者を対象とし 250店舗を予定。 

・地域通貨使用期限：令和 5年 2月 28日まで 

＜予算額合計＞  

１，３８６万円 

・デジタル地域通貨導入店舗補助金  1,250万円（５万円×250店舗）   

・デジタル地域通貨決済業務等委託料   80万円 

・事務費（印刷製本費、通信運搬費）     56万円 



 

③ キャッシュレス決済還元事業 … 企画振興課（☎0944-64-1550） 

＜概要＞ 

コロナ禍において電気代や燃料費高騰等の影響を受けている市内事業者を支援

し、市外からの誘客と市域内消費を促すことで地域経済の活性化を図る。また、

市民及び市内事業者の更なるキャッシュレス決済普及と消費の下支えを図る。 

＜事業内容＞  

キャッシュレス決済（スマホ決済）を活用したポイント還元を行う。 

本市と連携したキャッシュレス決済事業者の決済サービスで支払った人に、最

大 25％のポイントを付与する。 

・期間：令和 5年２月 1日～2月 28日 

・ポイント上限：１,000円／１回、還元上限額 5,000円／月  

・対象店舗：本市と連携したキャッシュレス決済事業者のシステムを導入して 

いる店舗（全業種、大手チェーン店舗含む） 

＜予算額合計＞  

８，０１０万円 

・キャシュレス決済還元事業委託料  8,000万円   

・印刷製本費 10万円 

 

 

④ プレミアム付き商品券事業（お年玉スマイルペイ）… 商工観光課 

＜概要＞                      （☎0944-64-1523） 

物価高騰の影響を受けている市民や事業者の負担軽減を図り、地域経済の回

復・活性化を支援するため、市内限定のプレミアム付きデジタル商品券（みや

ま・お年玉スマイルキャンペーン事業）を発行する。 

＜発行額・プレミアム率＞ 

・発行額 デジタル（スマイルペイ）2億円 

・プレミアム率 ３０％ 

＜その他＞ 

・実施主体  みやま市商工会 

・販売価格  １セット 10,000円（13,000円のデジタル商品券） 

       （中小店用：8,000円、全店用：5,000円） 

・購入限度額 １人あたり１０万円まで 

・使用期間  令和５年１月 4日 ～ 令和５年２月２８日 

・申込時期  令和５年 1月 4日より随時申込可能 

・購入方法  先着順（専用アプリにて） 

   

 



＜予算額合計＞  

４，６００万円 

・総額２億円×プレミアム率 30％＝6,000 万円 

市補助助分：6,000万円－2,000万円（※）＝4,000万円 

（※）2,000万円（発行額の 10％）は県より商工会へ直接補助 

・事務費 600万円（販売手数料、決済手数料、システム利用料など） 

 

  

⑤ スマホお助け窓口設置事業 … 商工観光課・企画振興課 

＜概要＞       （☎0944-64-1523・0944-64-1550） 

キャッシュレス決済を推進するため、デジタル活用に不安のある高齢者等を中

心に市民を対象としたスマホ教室を開催する。 

＜事業内容＞  

・2名の講師を配置し、市内３ヶ所で開催。 

・各会場週３回×７週＝合計 21回開催予定。 

・開催期間は１月から２月末まで。 

＜予算額合計＞  

７０万円 

 

 

⑥ 地域社会福祉施設等物価高騰対策事業 … 福祉課・介護支援課  

＜概要＞            （☎0944-64-1530・0944-64-1555） 

コロナ禍における食糧費、光熱費等の物価高騰の影響を受けている市所管の介

護・障がい福祉サービス事業所に対し、今後も継続したサービスを提供してい

ただくための支援金を支給する。 

＜対象施設及び支援内容＞  

❶介護サービス事業所  

・訪問系  50,000 円×13ヵ所 ＝ 65 万円 

・通所系  6,000 円×利用定員 155人 ＝ 93万円 

・入所系  30,000 円×利用定員 130人 ＝ 390万円 

❷障がい福祉サービス事業所 

・訪問系  50,000 円×7ヵ所 ＝ 35万円 

・通所系  6,000 円×利用定員 25人 ＝ 15万円 

※❶❷共に県所管の事業所は県より直接補助予定 

＜予算額合計＞ 

５９８万円 

 

 



 

 

⑦ 農業水利施設物価高騰対策事業… 農林水産課（☎0944-64-1522） 

＜概要＞ 

コロナ禍の稲作において電気代高騰の影響を受けている農業者の負担を軽減す

るため、農業水利施設に要する電気代上昇分の一部を補助する。 

＜対象者＞ 

・農業水利施設（揚水ポンプ・補助ポンプ）を管理している団体 

 ※土地改良区などが管理している施設は県より直接補助予定 

＜補助内容＞ 

・電気代上昇分の 1/２を補助 

・揚水ポンプ 253基、補助ポンプ 300基程度  

＜予算額＞ 

５３０万円 

 

 

⑧ 保育所等物価高騰対策事業 … 子ども子育て課（☎0944-64-1535） 

＜概要＞ 

コロナ禍において電気・ガス・ガソリン代高騰等の影響を受けている保育所等

に対し、運営に係る負担を軽減するための支援金を支給する。 

＜支援内容＞ 

・保育所 11ヵ所、認定こども園 3ヵ所、事業所内保育所 1ヵ所  

【送迎バスあり】 

3,360円／年（児童 1人当たり）×利用定員 830人 ＝ 279万円 

【送迎バスなし】 

3,000円／年（児童 1人当たり）×利用定員 269人 ＝ 81万円 

     ※なお認定こども園（幼稚園型）は、県より直接補助予定 

＜予算額合計＞ 

３６０万円（県補助 1/2…180万円） 

 

⑨ 防犯灯設置補助事業… 総務課（☎0944-64-1502） 

＜概要＞ 

更なる CO2削減を推進するため、行政区が設置している防犯灯の LED 化に対

し補助する。 

＜補助内容＞ 

防犯灯 1基につき上限 2万円  

＜予算額合計＞  

２００万円（2万円×100基） 



⑩ その他感染症対策事業 

  ❶窓口業務感染症対策事業（市民課 ☎0944-64-1513）… 726万円 

住民異動に伴う資格情報などを一画面で照会できるシステムを導入し、必要な 

手続きの案内を円滑にする。 

❷救急業務感染症対策事業（消防本部 ☎0944-62-5119）… 490万円 

救急活動時に使用する感染防止衣、マスク等の消耗品や殺菌線ロッカー等の 

備品を購入する。 

❸消防予防関係手続における電子申請機器導入事業（消防本部）… 128万円 

火災予防関係手続の電子申請導入に伴う図面審査等業務電子化に必要な備品 

を購入する。 

❹図書館網戸設置事業（社会教育課 ☎0944-64-1117）… 115万円  

図書館の換気対策として窓を開放する際に、害虫等の侵入を防ぐため網戸を 

設置する。 

＜予算額合計＞  

１，４５９万円 

 


